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1.序論 
 日本は世界有数の地震大国であり、これまでに甚大な被害を被ってきた。特に 2011
年 3 月 11日に発生した東日本大震災では、多くの死者、行方不明者を出し、日本中を
混乱に招き入れた。このような被害から地震に関する研究への注目が高まり、将来的に
南海トラフ巨大地震の発生などが予想されている。しかし、このような予測は、何年後、
数十年後などという長期的な予測であるため、地震に対して多少の準備はできるが、い
ざ実際に地震が発生するときに万全の態勢で迎えることが困難である。また、テレビや
携帯電話で知ることのできる緊急地震速報は、地震計で観測したデータを解析して、可
能な限り早く危険を知らせる警報であるが、この警報を受けて、即座に安全な場所へ避
難することは難しい。よって、より人々を地震から守るためには、地震発生を数時間、
数週間という短期的な地震の予知が必要とされる。 
 短期地震予知に関する研究の中には地震発生の予兆現象として、電波伝搬に異常をき
たすという報告があり、本研究室でも、実際に電波伝搬の観測を行い、見通し内 VHF
帯電波伝搬異常と地震の関連性を定量的に評価した結果を報告している[1]。また、地震
以外の伝搬異常の原因として、ラジオダクトや雷の発生も関係性があるという結果も報
告している[2]。この伝搬異常にはラジオダクトの発生のように大気の温度変化がもたら
す屈折率の変動が電波伝搬に影響を与えて、電波が通常とは異なる伝搬をし、伝搬異常
として観測されていると考えられる。そして、大気の屈折率変動と伝搬異常の関連性が
より明確になれば、地震の短期予知の発展や、震源域の特定の手がかりになることが予
想される。あるいは、地震以外の様々な自然現象と電波伝搬の関連性を見出すことに繋
がることも期待できる。 
 よって、本稿ではレイトレーシング法を用いて電波伝搬のシミュレーションを行うこ
とで、大気屈折率変動に伴って電波伝搬にどのような特性がみられるか解析を行う。 
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2.レイトレース法について 
 本章ではレイトレーシング法について基本となる事柄と、シミュレーションを行う際
に必要となる計算等について記述する。 
2.1.レイトレーシング法とは 
送信点から放射される電波をレイとみなし、周辺の構造物との反射、透過、回折を繰
り返して、受信点に到達するまでの軌跡を幾何光学的に求める方法である。 
受信点における電界強度は、到達したすべてのレイの電界強度を加算して算出する。
よって、送信点から受信点までの電波の正確な軌跡を知る必要があり、レイの軌跡を求
める方法として以下の 2通りの方法がある 
①イメージング法 
 
図 2.1.1 イメージング法 
 
送信点、受信点および考慮するすべての反射面の組み合わせから幾何学的に反射点や
透過点を求めて、送受信点間の 3次元的な軌跡を求める。この方法では、受信点に到達
するレイを厳密に求める事ができるが、送信点と受信点間の反射点や回折点を決定する
ために、すべての反射面、回折点の組み合わせに対してレイを探索する必要がある。 
②レイラウンチング法 
 
図 2.1.2 レイランチング法 
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送信点から一定角度ごとに離散的にレイを発射し、その軌跡を逐次追跡して、受信点
に到達するレイを求める。この方法では、離散的な角度でレイを発射させることから、
受信点に正確に到達するレイが求まる確率がきわめて小さくなるので、受信点の周りに
一定の受信エリアを設けて、その受信エリア内に到達したレイを受信点に到達したレイ
と見なして受信電力を計算する。 
 本稿ではこのレイランチング法を用いて解析を行う。 
 
2.2.対象とする伝搬路 
送信点を埼玉県平野原送信所、東京タワーの 2 点、受信点を群馬大学桐生キャンパス、
群馬大学荒牧キャンパスの 2点に設定しそれぞれのパラメータについて記載する。 
 
・送信点 
東京タワーの高さ：350 m 
平野原送信所の高さ：180 m 
 
・受信点 
群馬大学桐生キャンパス：138 m 
群馬大学荒牧キャンパス：141 m 
 
・伝搬距離 
東京タワー ～ 群馬大学桐生キャンパス：92 km 
東京タワー ～ 群馬大学荒牧キャンパス：107 km 
平野原送信所 ～ 群馬大学桐生キャンパス：68 km 
平野原送信所 ～ 群馬大学荒牧キャンパス：82 km 
 
送信点の高さ、受信点の高さ、伝搬距離については記載した通りである。なお、送信点、
受信点の高さは海抜高度を考慮した値になっている。 
 
2.3.地球の丸みの考慮 
2.3.1地表面の設定 
 伝搬距離が長いため、地球の丸みを考慮する必要がある。以下の計算に従って、伝搬
路の地表面を算出している。地球の中心座標を(𝑋, 𝑌)、半径𝑅 = 6370 kmとしたときの
地球の断面から見た円の方程式は以下のようになる。なお、本稿では 2次元空間のシミ
ュレーションを行うため z軸方向の奥行は無視する。 
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(x − 𝑋)2 + (𝑦 − 𝑌)2 = 𝑅2 (2.3.1) 
送信所の座標を(0,0)、受信地の座標を(L,0)とすると、中心座標(𝑋, 𝑌)は次のように求ま
る 
𝑋 = 𝐿 2⁄  (2.3.2) 
𝑌 = 𝑦 − √𝑅−2 − (𝑥 − 𝑋)2 = 0 − √𝑅2 − (0 − 𝑋)2 = − √𝑅2 − 𝑋2 (2.3.3) 
代表値として東京タワー～群馬大学桐生キャンパスの伝搬距離 L = 92 kmを代入した
ときの地表面の算出結果を次の図に示す。 
 
図 2.3.1 地表面の算出結果 
 
このように地表の丸みを表現することができた。 
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2.3.2.地表面による傾き 
  
図 2.3.2 地表面による送受信点の傾き 
 
送信点、受信点は地球の丸みによって図 2.3.2のように傾いている。送信点の高さを h
としたときの水平方向の傾き𝑑𝑠、垂直方向の傾きℎ𝑠は次のように算出できる。 
𝜃 = 𝐿 𝑅⁄  (2.3.4) 
𝑑𝑠 = ℎ × sin
𝜃
2
 (2.3.5) 
ℎ𝑠 = ℎ × cos
𝜃
2
 (2.3.6) 
受信点における傾きも同様の計算で求まる。実際にこの式を元に傾きを計算すると垂直
方向においては 10-7 m のオーダーの変化であり、非常に小さな誤差であるため無視す
ることにした。水平方向の傾きについては 10-2 m のオーダーの変化で位相差に影響を
与えうる可能性があるため、水平方向の傾きは伝搬距離として考慮することにした。 
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2.4.受信領域の設定 
 
図 2.4.1 受信領域のイメージ 
 
受信領域は受信点のある位置に正方形の領域として設け、その大きさは受信アンテナ
の開口面積を元に定めることにする。受信アンテナの開口面積 A [m2]は波長λと受信ア
ンテナの利得𝐺𝑟を用いて次のようにあらわせる。 
 𝐴 =
𝜆2
4𝜋
𝐺𝑟 (2.4.1) 
ここでは、受信アンテナは全て利得𝐺𝑟 = 20 [dBi]の八木アンテナとしている。この利得
を真数表示した𝐺𝑟 = 100という一定の値になる。したがって、受信アンテナの開口面積
は電波の波長にのみ依存することになる。また、本稿におけるシミュレーションは 2次
元空間という前提のもとで行うため、受信領域は開口面積の一辺の長さを√𝐴と定める。
したがって、受信点の高さを yとしたときの受信領域はy~(y + √𝐴) の高さに定める。 
桐生キャンパスを受信点としたときの受信領域についてであるが、桐生キャンパスは
地形的に山に囲まれており、桐生キャンパスから東京タワー、平野原送信所をみると約
3 kmの地点に 200 mほどの山が存在し、この山で電波が遮られてしまうため、山の頂
上に受信領域を設置し、回折損を考慮して受信点での受信電力を算出することにする。
回折損についてはまた後述する。 
 
2.5.標準大気の屈折指数分布 
 通常、屈折率は高度の上昇に伴って減少をする。その変化量は 10-6のオーダーという
非常に微細な変化である。この変化を明瞭化するために屈折指数 N を用いる。標準大
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気の屈折指数 Nは 
 
𝑁(𝑦) = 𝑁0𝑒𝑥𝑝(−0.136𝑦) 
𝑁0：地表付近の屈折指数 
y：海抜高（km） 
(2.5.1) 
と表される[3]。ここで N0を 315として算出した屈折指数Nをプロットしたものが次の
図 2.5.1である。 
 
図 2.5.1 標準大気の屈折指数 
 
縦軸に高さ y [m]、横軸に屈折指数 Nとしており、海抜高度が上昇するにつれて屈折指
数が減少しているのが分かる。この屈折指数と屈折率の関係式を式(2.5.2)に示す。 
𝑁 = (𝑛 − 1) × 106 (2.5.2) 
地表面の高さを表した式(2.3.3)を変形しℎ(𝑥) = √𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2 + 𝑌とすると、地球の丸
みを考慮した屈折率𝑛(𝑥, 𝑦)は次の式で求めることができる。 
𝑛(𝑥, 𝑦) = 1 + 315exp{−0.136(𝑦 − ℎ(𝑥) × 103)} × 10−6 (2.5.3) 
式(2.5.2)、式(2.5.3)を元に作成した標準大気の屈折指数分布を図 2.5.2に示す。 
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図 2.5.2 標準大気の屈折指数分布 
 
図 2.5.2によって伝搬路上の屈折率の変化を視覚的にとらえることができた。 
 
2.6.不均質媒質中のレイトレーシング法の基本方程式 
大気中を進むレイは屈折率が均質であれば、変化せずに直進をするが、標準大気の屈
折率は不均質であるため、屈折率の変化に応じた変化をしながら進む。図 2.6.1は不均
質媒質中の波面の屈折の様子を示したものであり、このように波面が屈折するとしたと
き、不均質媒質中でのレイの軌跡を以下のように求める[5]。なお、ここで扱う屈折率は
z軸方向には均一とする。 
 
 
 
図 2.6.1 不均質媒質中の波面の屈折 
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𝑡 = 𝑡1の瞬間の波面を𝐴𝐵̅̅ ̅̅ とすると伝搬ベクトル(𝑘ベクトル)方向は𝐴𝐵̅̅ ̅̅ に垂直で、その
方向の𝑦軸とのなす角を𝛷とする。𝑡 = 𝑡1 + 𝛥𝑡の瞬間の波面を𝐴′𝐵′̅̅ ̅̅ ̅̅ とすると、新しい𝑘′ベ
クトルが元の𝑘ベクトルの方向からずれた角𝛥𝛷は 
𝛥𝛷 = −
𝑑𝑣
𝑑𝑙
𝛥𝑡 (2.6.1) 
となる。ここで、電波の𝑘方向の速度を𝑣、屈折率を𝑛、真空中の光速度を𝑐とすると、𝑣は
𝑐 𝑛⁄ と等しくなる。また、波面𝐴𝐵̅̅ ̅̅ 上の微小線分を𝛥𝑙とし、𝛥𝑡を十分小さくとって式(2.6.1)
を微分系に変え、𝑛を代入すると 
𝑑𝛷
𝑑𝑡
= −
𝑑𝑣
𝑑𝑙
=
𝑐
𝑛2
𝑑𝑛
𝑑𝑙
 (2.6.2) 
となる。ここで𝑛を全微分すると 
𝑑𝑛 =
𝜕𝑛
𝜕𝑥
𝑑𝑥 +
𝜕𝑛
𝜕𝑦
𝑑𝑦 (2.6.3) 
となり、式(2.6.3)に𝑑𝑙の𝑥、𝑦成分 
𝑑𝑥 = 𝑑𝑙cos𝛷 
𝑑𝑦 = −𝑑𝑙sin𝛷 
(2.6.4) 
を代入し、変形すると 
𝑑𝑛
𝑑𝑙
=
𝜕𝑛
𝜕𝑥
cos𝛷 −
𝜕𝑛
𝜕𝑦
sin𝛷 (2.6.5) 
となる。式(2.6.5)を式(2.6.2)に代入すると 
𝑑𝛷
𝑑𝑡
=
𝑐
𝑛2
[
𝜕𝑛
𝜕𝑥
cos𝛷 −
𝜕𝑛
𝜕𝑦
sin𝛷] (2.6.6) 
となり、この式(2.6.6)が不均質媒質中におけるレイトレーシング法の基本方程式になる。 
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2.7.大地によるレイの反射 
2.7.1.レイの反射角 
 
図 2.7.1 大地でのレイの反射 
 
進行するレイが大地にぶつかった時、そのレイは図 2.7.1に示すように大地で反射す
る。その時の反射角は次のように求める[5]。まず、x軸とレイのなす角𝜃1は 
𝜃1 = 𝜃𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 −
𝜋
2
 (2.7.1) 
となる。地表面の垂線とレイのなす角𝜃𝑖𝑛は 
𝜃 =
𝜋
2
− 𝜃1 − 𝜃2 = 𝜋 − 𝜃𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 − 𝜃2 = 𝜃𝑜𝑢𝑡 (2.7.2) 
となる。地表で反射した後の y軸とのなす角𝜃𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟は 
𝜃𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟 = 𝜃𝑜𝑢𝑡 + 𝜃2 = 𝜋 − 𝜃𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒 (2.7.3) 
となる。この𝜃𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟を反射後の角度として解析を行う。 
 
2.7.2.大地における反射係数 
 標準大地の比誘電率𝜀 = 13、地表面での屈折率𝑛0 = 1.000315、レイの入射角𝜃𝑖𝑛とす
ると反射係数𝑅𝑇𝐸は 
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𝑅𝑇𝐸 =
cos𝜃𝑖𝑛 − √𝜀 𝑛0
2⁄ − sin2𝜃𝑖𝑛
cos𝜃𝑖𝑛 + √𝜀 𝑛0
2⁄ − sin2𝜃𝑖𝑛
 (2.7.4) 
と求めることができる[4]。しかし数十 kmという長距離でのレイトレーシングでは、全
てのレイが広い入射角で地表面に入射してくるため、反射係数𝑅𝑇𝐸は 
𝑅𝑇𝐸 ≈ −99 (2.7.5) 
となるので、ほとんど完全導体反射しているのと同義である。また、レイ1本の電界強
度を𝐸0としたとき、大地で反射した後の電界強度の大きさは𝑅𝑇𝐸𝐸0となる。 
 
2.8.位相差の考慮 
 
図 2.8.1 レイが進むステップ 
 
レイトレースを行う際に、発射されたレイはそれぞれ異なる経路を伝搬する。したが
って、その経路の違いにより位相差が生じる。ここでは、その位相差について述べる。 
 本稿で行うレイトレースのレイは図 2.8.1のように送信点から受信点まで微小区間を
屈折率の変化に応じて進む計算を行っている。この微小区間を電波が𝛥𝑡秒間に進む距離
として次のように位相差を求める。まず波数 kは屈折率を考慮して 
 
𝑘 =
2π𝑓𝑛
𝑐
 
c：光速 
n：屈折率 
(2.8.1) 
と表すことができる。また、微小時間𝛥𝑡秒間にレイが進んだ距離𝛥𝐿は屈折率を考慮す
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ると 
 ∆𝐿 =
𝑐
𝑛
∆𝑡 (2.8.2) 
となる。したがって、微小時間ごとの位相は 
 𝑘∆𝐿＝2π𝑓∆𝑡 (2.8.3) 
と求めることができる。ここ、で微小時間𝛥𝑡を 
 
∆𝑡 = m
1
𝑓
 
m：整数 
(2.8.4) 
とし、式(2.8.4)を式(2.8.3)に代入すると 
 𝑘∆𝐿＝2πm (2.8.5) 
となる。つまり、レイが𝛥𝑡秒間進んだ時、レイはm周期分進んだことになる。したがっ
て、微小時間𝛥𝑡秒間に進むレイは全て同位相となる。よって、レイの位相差は受信領域
手前から受信領域まで進むのにかかった時間に依存することになる。レイが最後に受信
点まで到達する時間は以下のように求める。 
 
 
図 2.8.1 受信領域手前でのレイの軌跡 
 
波長の整数倍の間隔で進んだレイは、受信領域のある地点でちょうどの位置で収まる
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ことはまずないと考えられ、図 2.8.1に示すように受信領域を越えてしまうことがほと
んどである。この時、受信領域手前でのレイの座標を A(x’,y’)、受信領域上のレイの座
標を B(x,y)とする xは受信点の x座標であるので一定の値になり、yは 
  𝑦 = 𝑦′ −
(𝑥 − 𝑥′)
tan(𝜃 + ∆𝜃)
 (2.8.6) 
と求めることができる。 
ここで、最後にレイが進む距離を dとする。dを直線で近似すると線分 ABとほぼ等し
く dの長さを求めることができる。よって最後にレイが進む距離の長さは 
  𝑑 = AB = √(𝑥 − 𝑥′)2 + (𝑦 − 𝑦′)2 (2.8.7) 
したがって、最後にレイが受信領域まで進むのに必要とする時間∆𝑡′は 
  ∆𝑡′ =
𝑛
𝑐
𝑑 (2.8.8) 
として求まるので、それぞれのレイの位相差は 
 𝑒−j2π𝑓∆𝑡
′
 (2.8.9) 
となる。 
 
2.9.レイトレーシング法の計算方法 
① レイが発射される座標、つまり、送信点の座標を(𝑥 , 𝑦 ) = (0, 𝑦𝑠)とし、kベクトル
の方向、つまり発射角𝜃を定める。 
 
② レイが 1ステップで進む微小時間∆𝑡を式(2.8.4)から求める。整数mが大きすぎると
分解能が下がり、計算の精度が落ちてしまう。逆に m が小さいと精度はよくなるが、
数十 km という距離の伝搬をシミュレーションするため非常に時間がかかってしまう。
本稿ではm = 15という値を用いることにする。 
 
③ 現在レイが存在する座標(𝑥, 𝑦)とし、この座標における式(2.6.6)を計算する。 
 
④ ③で求めた値に∆𝑡を掛けて∆𝑡秒後の kベクトルの変化∆𝜃を求める。 
 
⑤ レイが∆𝑡秒間に進む距離∆𝑑を次のように求める。 
𝛥𝑑 =
𝑐
𝑛(𝑥, 𝑦)
⋅ 𝛥𝑡 (2.9.1) 
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⑥∆𝑡秒後のレイの座標(𝑥′, 𝑦′)は次のように求まる。 
𝑥′ = 𝑥 + 𝛥𝑑sin(𝜃 + 𝛥𝜃) (2.9.2) 
𝑦′ = 𝑦 + 𝛥𝑑𝑐𝑜𝑠(𝜃 + 𝛥𝜃) (2.9.3) 
 
⑦ ①～⑥を目的地の距離に達するまで繰り返し、レイの軌跡を求める。 
 
この手順に従って標準大気中を進むレイの軌跡の計算結果を図 2.9.1に示す。 
 
図 2.9.1 標準大気中のレイの軌跡 
 
2.10.受信電力の計算 
2.10.1.一本のレイが持つ電界強度 
 ここでは、レイを放射する範囲に占める電力からレイ一本が持つ電界強度を求める。
次の図 2.10.1と図 2.10.2に放射する電力の様子を示す。 
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図 2.10.1 電力を放射する範囲 
 
 
 
図 2.10.2 図 2.10.1を上から見た様子  
 
ここで送信アンテナを等方性アンテナと見立てたとき、電力は送信点を中心に球面上
にまんべんなく放射される。しかし、シミュレーション上ではレイは一定の範囲にしか
放射していないため、全体に放射する電力に対して、レイを放射する範囲の占める割合
を求める必要がある。まず、図 2.10.1の赤く塗りつぶされた範囲の面積 Sは 
 𝑆 = 2π𝑟 × ∆𝜃𝑟 (2.10.1) 
と求まる。これを球の表面積で割ると赤く塗りつぶされた部分に放射される電力の割合
が求まる。 
 
2π𝑟 × ∆𝜃𝑟
4π𝑟2
=
∆𝜃
2
 (2.10.2) 
次に、シミュレーションは 2次元で行っているが、実際の電波は 3次元的に放射されて
いるため、3 次元に放射された電力を 2 次元に換算する。図 2.10.2 は図 2.10.1 の球体
を真上から見たものである。大地に対して水平方向の角度⊿φとして⊿φに放射する電
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力の割合を次のように求める。 
 
∆𝜙𝑟
2π𝑟
=
∆𝜙
2π
 (2.10.3) 
式(2.10.2)、式(2.10.3）より最終的にレイを放射する範囲の占める電力の割合は 
 
∆𝜃
2
×
∆𝜙
2π
=
∆𝜃∆𝜙
4π
 (2.10.4) 
と求まる。ここで、送信アンテナを半波長ダイポールアンテナと仮定して、∆𝜃 ≃ 90°
とすると、レイはほとんど半波長ダイポールアンテナの最大利得 1.64 を得ることがで
きるので、送信アンテナを半波長ダイポールアンテナと見立てた時、送信電力𝑃𝑡とする
と、放射されるレイの電力 Pは 
 𝑃 = 1.64 ×
∆𝜃∆𝜙
4π
× 𝑃𝑡 (2.10.5) 
となる。また、式(2.10.5)から放射されるレイの電界強度 Eは 
 𝐸＝√120𝜋 × 𝑃 (2.10.6) 
となり、レイを X本放射した時のレイ一本がもつ電界強度𝐸𝑝artは 
 𝐸part =
𝐸
𝑋
 (2.10.7) 
となる。 
 
2.10.2.受信領域における受信電力 
 最終的に求める受信電力を算出する。受信電力は受信領域に到来したレイが持つ電界強
度から算出する。まず、受信領域に到来したレイには直接波と反射波が存在する。反射波
の電界強度は式(2.7.4)を用いて 
 𝑅TE × 𝐸part (2.10.8) 
となる。また、式(2.8.9)を用いて位相差を考慮すると直接波の電界強度𝐸dir、反射波の
電界強度𝐸refはそれぞれ 
 𝐸dir = 𝐸part × 𝑒
−j2π𝑓∆𝑡′ (2.10.9) 
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 𝐸ref = 𝑅TE × 𝐸part × 𝑒
−j2π𝑓∆𝑡′ (2.10.10) 
として求めることができる。ここで、受信領域に直接波がM本、反射波が N本到来し
たとすると、受信領域における電界強度𝐸allは 
 𝐸𝑎𝑙𝑙 = ∑ 𝐸parte
−j2π𝑓∆𝑡′𝑚
𝑀
𝑚=0
+ ∑ 𝑅TE𝐸parte
−j2π𝑓∆𝑡′𝑛
𝑁
𝑛=0
 (2.10.11) 
となる。この受信領域における電界強度𝐸allを受信電力𝑃rに変換する 
 𝑃r＝
𝐸all
2
120𝜋
 (2.10.12) 
この式(2.11.5)によって求まる受信電力[W]をデシベル表示したものが最終的に求める
受信電力になる。よって、 
 𝑃r [dBm]＝10log10 (
𝑃r [W]
1[mW]
) = 10log10(𝑃r [W] × 1000) (2.10.13) 
と受信点における受信電力[dBm]が求まる。 
 
2.11.桐生キャンパスにおける回折損   
 
図 2.11.1 伝搬路上の回折点 
 
2.4.節で触れたが、桐生キャンパスを受信点としたとき図 2.11.1に示すとおり、受信
点の前には山が存在する。この山によって電波は遮られてしまうため、ここでは山①(第
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一回折点)と山②(第二回折点)の 2つの山による回折損について述べる。 
 
・第一回折点における回折損 
 
図 2.11.2 第一回折損 
 
第一回折点では到来するレイの軌跡が異なるため、それぞれのレイにおける回折損を計
算する必要があり、第一回折点における回折損 𝐽(𝜈)、およびパラメータ𝜈は次のように
表わすことができる[4]。 
𝐽(𝜈) = 6.9 + 20log10(√(𝜈 − 0.1)2 + 1 + 𝜈 − 0.1) (2.11.1) 
𝜈 = √
2(AB + BC)𝛼1𝛼2
𝜆
 (2.11..2) 
電力の減衰𝑊lossは電界強度の減衰𝐸lossを用いて 
𝑊loss = 𝐸𝑙𝑜𝑠𝑠
2  (2.11..3) 
と表せるのでこれを踏まえて、𝐽(𝜈) [dB]を真数表示に変換すると 
𝑊loss = 𝐸𝑙𝑜𝑠𝑠
2 = 100.69(√(𝜈 − 0.1)2 + 1 + 𝜈 − 0.1)2
𝐸loss = 10
0.345(√(𝜈 − 0.1)2 + 1 + 𝜈 − 0.1)
 (2.11.4) 
となる。レイ１本の電界強度𝐸partを電界強度の減衰𝐸lossで割ることにより、回折損を含
めた受信領域における電界強度の大きさを求めることができ、式(2.11.5)に示すような 
𝐸𝑎𝑙𝑙 = ∑
𝑚=0
𝑀 𝐸part
𝐸loss_𝑚
e−j2π𝑓∆𝑡
′
𝑚 + ∑
𝑛=0
𝑁
𝑅TE
𝐸part
𝐸loss_𝑛
e−j2π𝑓∆𝑡
′
𝑛 (2.11.5) 
という式から算出することができる。この𝐸allより第一回折点での回折損を考慮した電
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界強度を求められる。 
・第二回折点における回折損 
 
 
図 2.11.3 第二回折損 
 
第一回折点では、到来するレイの軌跡によって回折損が異なるため、レイ一本に対する
回折損を計算する必要があった。しかし、第二回折点では、第一回折点で回折したレイ
はすべて同じ方向に伝搬すると考えることで、一定の値に定めることができる。すると、
第二回折損は第 1回折損と同様に以下のように求めることができる。 
𝐽(𝜈) = 6.9 + 20log10(√(𝜈 − 0.1)2 + 1 + 𝜈 − 0.1) (2.11.6) 
𝜈 = √
2(BC + CD)𝛼3𝛼4
𝜆
 (2.11.7) 
したがって、受信点での受信電力[dBm]は次のように求められる。 
(受信点での受信電力[dBm])
= (第一回折点での受信電力[dBm]) − (第二回折損[dBm]) 
(2.11.8) 
となる。 
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3.標準大気における電波伝搬のシミュレーション 
3.1.標準大気における受信電力の算出 
 2章を踏まえて標準大気における電波伝搬のシミュレーション結果をここで示す。伝
搬路についてのパラメータは 2.2節に記載したものを使用する。また、放送波の周波数
は次に示すものを使用する。 
 
送信点：東京タワー→80.0 MHz (FM東京) 
送信点：平野原送信所→ 85.1 MHz (FM埼玉) 
 
・桐生キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果 
表 3.1.1 桐生キャンパスにおける受信電力 
 東京タワー 平野原送信所 
受信電力[dBm] -55.85 -47.43 
 
・荒牧キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果 
表 3.1.2 荒牧キャンパスにおける受信電力 
 東京タワー 平野原送信所 
受信電力[dBm] -33.44 -30.84 
標準大気における受信電力は表 3.1.1、表 3.1.2のような値が得られた。 
 
3.2.実測値との比較 
 本研究室では実際に桐生キャンパス、荒牧キャンパスを受信点として複数の放送波の
観測を行っている。その観測結果は本研究室のホームページにも公開しており、その観
測データとシミュレーション結果を比較する。 
・桐生キャンパスを受信点としたときの観測データ 
 
図 3.2.1東京タワー (80.0 MHz)～桐生 
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図 3.2.2 平野原送信所(85.1 MHz)～桐生 
 
・荒牧キャンパスを受信点としたときの観測データ 
 
図 3.2.3 東京タワー (80.0 MHz)～荒牧 
 
図 3.2.4 平野原送信所(85.1 MHz)～荒牧 
 
図 3.2.1～図 3.2.4は実際にホームページに掲載しているグラフである。どの観測デー
タも平均値が-60～-70 dBmである。しかし、シミュレーション結果は、観測データよ
りも大きくなってしまっている。これは、送信アンテナの指向性や絶対利得を正確に考
慮できない事が原因であると考えられる。また、実測値よりもシミュレーション値の方
が大きいため、本項では考慮していない損失が存在し、その損失が影響しているのでは
ないかと考えられる。 
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 以降、本節で算出した標準大気における受信電力[dBm]を基準値として設定すること
にする。  
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4.ラジオダクトを考慮した屈折指数分布の作成 
4.1.ラジオダクトについて 
 ラジオダクトについて議論する上で修正屈折指数を用いて議論した方が分かりやす
いため、まず、修正屈折指数の算出を行う。修正屈折指数とは屈折指数に地球の曲率半
径の概念を取り入れた値であり、屈折指数Nと修正屈折指数Mには次のような関係式
がある[3]。 
 
𝑀 = 𝑁 + (
𝑦
𝑟
× 106) 
r ：地球の半径 6370 [km] 
y：海抜高度[km] 
(4.1.1) 
式(2.5.1)と式(4.1.1)からもとめた修正屈折指数Mをプロットしたものを図 4.1.1に示す。 
 
 
図 4.1.1 修正屈折指数 
 
屈折指数は高度があがると単調減少する。それに対して、修正屈折指数は地球の曲率を
考慮したことで高度の上昇に伴い単調増加するのが分かる。しかし、図 4.1.2のように
高度の上昇に伴って修正屈折指数が減少してしまうことがある。このようなときにラジ
オダクトが発生したと判断する。また、ラジオダクトが発生したということは、大気の
屈折率に変化が生じたことになるので、この屈折率の変化が電波伝搬に影響を与えると
考えられる。 
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図 4.1.2 ラジオダクト 
 
一般的に気温は上空にいくほど低くなるが、上空に暖かい空気が存在する場合にこの
ような修正屈折指数の変化が生じるということが考えられる。これは気温と屈折指数の
関係を表した式(4.1.2)からも判断できる 
 
𝑁 =
77.6
𝑇
(𝑃 +
4810𝑃𝑤
𝑇
) 
P：大気圧[hPa] 
Pw：水蒸気圧[hPa] 
T：気温[K] 
(4.1.2) 
したがって、大気の温度変化というものは電波伝搬に影響を与えることに繋がる。 
 
4.2.冷気外出流について 
 
図 4.2.1 ガストフロントの様子 
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冷気外出流とは積乱雲の下にたまった冷気が周囲に流れ出すことである。この時、周
囲の空気との間に作る境界のことをガストフロントという。ガストフロントの特徴を以
下に示す[6]。 
①降水域から前線上に広がることが多い。 
②風向の急変や突風を伴い、しばらく同じ風向が続く。 
③気温の急降下や気圧の急上昇を伴う。 
④降水域付近のみでなく、数 10ｋｍあるいはそれ以上離れた地点まで進行する場合が
ある。 
といったことがあげられる。ここで言いたいことは、ガストフロントによる突風が、電
波伝搬に直接影響するということではなく、発生のメカニズムである、異常な気温変動
が、大気の屈折率に変化をもたらしその屈折率の変化が電波伝搬に影響を与える可能性
があり、結果としてとしてガストフロントの発生が電波伝搬に影響を及ぼすのではない
かということである。 
 また、2013年8月11日に群馬県内でガストフロントによる強風が観測され、その時、
本研究室で観測している電波伝搬のデータから強風が発生した時刻に受信電力の変動
があったことが確認できた。 
 
図 4.2.2 2013年 8月 11日の観測データ 
 
図 4.2.2の水色の線は風速を示している。18時頃、急激に風速が上昇しているのは強風
が発生したからだと考えられる。強風発生時刻後の受信電力は緩やかに平均値よりも増
加している様子が確認できる。 
 
4.3.冷気外出流による気温変化を考慮したラジオダクトの作成 
4.3.1.疑似的なラジオダクトの作成 
 ここでは、ラジオダクトの修正屈折指数を疑似的に算出する。 
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図 4.3.1 疑似的に作成したラジオダクト 
 
図 4.3.1 は疑似的に算出したラジオダクトの修正屈折指数である。この作成手順を以下
に示す。まず、基準となる通常時の修正屈折指数を式(4.1.1)から求める。図 4.3.1 中の
赤線部が通常時の修正屈折指数である。ラジオダクト発生時の屈折指数は、修正屈折指
数(図中の緑線)が変化し始める高さを h1、再び通所の変化に戻る高さを h2、修正屈折指
数の変化量（ラジオダクトの強さ）を D として、ラジオダクト発生時の修正屈折指数
は次のように求める。 
 
①ℎ < ℎ1 のとき 
高さℎ1のときのラジオダクトがない通常時の修正屈折指数を𝑀′1とするとこの条件の
もとでの修正屈折指数は通常時の修正屈折指数、式(4.1.1)を𝑀′1 − 𝑀1だけ平行移動させ
た式から求める事ができる。 
 𝑀 = 𝑁 +
ℎ
𝑟
+ 106 − (𝑀′2−𝑀2) (4.3.1) 
 
②ℎ1 ≦ ℎ ≦ ℎ2 のとき 
高さℎ1のときの修正屈折指数を𝑀1、高さℎ2のときの修正屈折指数を𝑀2として、この
2点間を直線で補完する。 
 
𝑀 = (ℎ − 𝑏)/
ℎ2 − ℎ1
𝑀2 − 𝑀1
 
𝑀 = (ℎ − 𝑏)/
ℎ2 − ℎ1
𝐷
 
(4.3.2) 
bは切片を示しておりこの式を用いてラジオダクト発生時の修正屈折指数を求める。 
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①ℎ2 < ℎ のとき 
式(4.1.1)と同値 
 𝑀 = 𝑁 + (
ℎ
𝑟
× 106) (4.3.3) 
 
以上の式から図 4.3.1を求めている。 
  
4.3.2.ラジオダクトの強さ Dの設定 
 ラジオダクトを疑似的に作成するために必要なパラメータは高さℎ1、ℎ2とラジオダク
トの強さ Dである。ここでは、冷気外出流発生時のラジオダクトの強さ Dの値を決定
する。 
まず、2013年 8月 11日に発生した冷気外出流によって気温差が 10℃、厚さが
230m~270mの冷気が堆積していたという報告がある。この情報をもとにラジオダクト
発生時の屈折指数を算出する。屈折指数と気温の関係式は(4.1.2)式に示した通りである。 
水蒸気圧 Pwは相対湿度 eを求める式から求められる[3]。 
 
𝑒 = 100 ×
𝑃𝑤
𝑃𝑠
 
𝑃𝑤 =
𝑒 × 𝑃𝑠
100
 
Ps：飽和水蒸気圧[hPa] 
(4.3.4) 
ここで Psは 
 
𝑃𝑠 = 6.1078 × 10
7.5𝑡 (237.29+𝑡)⁄  
t：気温[℃] 
(4.3.5) 
と求める事ができるので、最終的に求める屈折指数 Nは式(4.3.4)、式(4.3.5)を式(4.1.2)
に代入することで 
 𝑁(𝑡) =
77.6
𝑡 + 273.15
(𝑃 +
293.78518
𝑡 + 273.15
× 𝑒 × 107.5𝑡 (237.29+𝑡)⁄ ) (4.3.6) 
という式から求めることができる。冷気外出流の影響で気温差が 10℃生じたという報
告から、𝑁(𝑡)、𝑁(𝑡 − 10)に任意の tを代入して実際に屈折指数を算出したところ 
 𝑁(𝑡 − 10) − 𝑁(𝑡) ≈ 10 (4.3.7) 
となった。よって気温が 10℃下がると屈折指数はおよそ 10[NU]増加するということが
分かったので、以降、冷気外出流発生時におけるラジオダクトの強さも D = 10 として
用いる。 
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4.4.ラジオダクトを考慮した屈折指数分布 
本稿ではラジオダクト発生時の修正屈折指数をもとに屈折指数分布の作成を行う。な
お、ここで用いるラジオダクトは4.3節で疑似的に作成したものを取り扱う。 
ラジオダクトの中心位置を𝑥𝑜 
高さ𝑦𝑎の標準大気の屈折率を𝑛𝑎_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙 
高さ𝑦𝑎のラジオダクトの屈折率を𝑛𝑎_𝑑𝑢𝑐𝑡 
高さ𝑦𝑏の標準大気の屈折率を𝑛𝑏_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙 
高さ𝑦𝑏のラジオダクトの屈折率を𝑛𝑏_𝑑𝑢𝑐𝑡 
としたとき、高さ𝑦𝑎、𝑦𝑏の屈折率𝑛𝑎、𝑛𝑏をそれぞれ、式(4.4.1)、式(4.4.2)で与える[5]。 
𝑛𝑎 = 𝑛𝑎_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙 + (𝑛𝑎_𝑑𝑢𝑐𝑡 − 𝑛𝑎_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙)exp (
−(𝑥 − 𝑥0)
2
𝑓(𝐻𝑜)
) (4.4.1) 
𝑛𝑏 = 𝑛𝑏_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙 + (𝑛𝑏_𝑑𝑢𝑐𝑡 − 𝑛𝑏_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙)exp (
−(𝑥 − 𝑥0)
2
𝑓(𝐻𝑜)
) (4.4.2) 
𝑓(𝐻𝑜) = 𝜎𝐻𝑜
2 (4.4.3) 
ここで𝜎はラジオダクトの中心の異常度を1としたときに、ラジオダクトの中心位置𝑥𝑜
から𝐻𝑜離れた位置で異常度をどれだけ減衰させるかにより求められる。例えばラジオ
ダクトの中心から15km離れた位置で0.1まで減衰させるのであれば𝜎の値は0.434とな
る。次に式(4.4.1)、式(4.4.2)を微分すると 
𝜕𝑛𝑎
𝜕𝑥
=
−2(𝑥 − 𝑥0)
𝑓(𝐻𝑜)
(𝑛𝑎_𝑑𝑢𝑐𝑡 − 𝑛𝑎_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙)exp (
−(𝑥 − 𝑥0)
2
𝑓(𝐻𝑜)
) (4.4.4) 
𝜕𝑛𝑏
𝜕𝑥
=
−2(𝑥 − 𝑥0)
𝑓(𝐻𝑜)
(𝑛𝑏_𝑑𝑢𝑐𝑡 − 𝑛𝑏_𝑢𝑠𝑢𝑎𝑙)exp (
−(𝑥 − 𝑥0)
2
𝑓(𝐻𝑜)
) (64) 
となる。これらより屈折率𝑛とその偏微分は以下の式で表される。 
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𝑛 = (
𝑛𝑏 − 𝑛𝑎
𝑦𝑏 − 𝑦𝑎
) (𝑦 − ℎ − 𝑦𝑎) + 𝑛𝑎 (4.4.5) 
𝜕𝑛
𝜕𝑥
=
1
𝑦𝑏 − 𝑦𝑎
[(𝑦 − ℎ − 𝑦𝑎) (
𝜕𝑛𝑏
𝜕𝑥
−
𝜕𝑛𝑎
𝜕𝑥
) + (𝑛𝑎 − 𝑛𝑏)
𝜕ℎ
𝜕𝑥
] +
𝜕𝑛𝑎
𝜕𝑥
 (4.4.6) 
𝜕𝑛
𝜕𝑦
=
𝑛𝑏 − 𝑛𝑎
𝑦𝑏 − 𝑦𝑎
 (4.4.7) 
これらの式から、図 4.4.1に示すようなラジオダクトを元に、ラジオダクトの中心位置
を𝑥o = 40km、𝐻o = 10kmで異常度を 0.5まで減衰させたときの大気の屈折指数分布は
図 4.4.2のようになる。 
 
図 4.2.1 ラジオダクト(h1 = 230,h2 = 270) 
 
図 4.2.2 ラジオダクトを考慮した屈折指数分布 
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図 4.2.2から点線で囲まれた、ラジオダクトの中心 40000 m付近の地表付近の屈折指
数の値が周囲に比べて大きくなっていることがわかる。 
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5.大気の屈折率変化と電波伝搬の関連性 
5.1.ラジオダクトの影響によるレイの軌跡の変化 
 
図 5.1.1 ラジオダクトを考慮した時のレイの軌跡 
 
 図 4.2.2のような屈折指数分布を持つ大気中におけるレイの軌跡を図 5.1.1に示した。
ラジオダクトの中心が存在する 40000 m付近の上空 200～400 m近辺のレイが下方向
に屈折している様子が確認できる。これはラジオダクトによる屈折率の変化が影響して
いるものだと言える。また、このようなレイの軌跡の変化に伴う受信領域に到来するレ
イの本数の変化が受信電力に影響を与えると考えられる。 
 
5.2.大気の屈折率変化と受信電力の関係性 
ここでは、送信点を群馬大学桐生キャンパス、荒牧キャンパス、受信点を東京タワー、
平野原送信所に設定し、伝搬路上にラジオダクトが存在するときのレイトレース法によ
る電波伝搬のシミュレーションを行った結果を示す。 
 
5.2.1.ラジオダクトが存在する空間のパラメータ 
 大気の屈折率分布はラジオダクトを元に作成している。このラジオダクトの強さ D＝
10は一定値として、修正屈折指数に変化がみられる高さ h1 および h2 を変化させる。
h1 、h2はそれぞれ次のように定める。 
 
ラジオダクト① ℎ1 = 120 [m]、ℎ2 = 130 [m] 
ラジオダクト② ℎ1 = 230 [m]、ℎ2 = 240 [m] 
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以上の２パターンのラジオダクトの修正屈折指数を図 5.2.1、図 5.2.2に示す。 
 
 
図 5.2.1 ラジオダクト① 
 
 
図 5.2.2 ラジオダクト② 
 
続いて、ラジオダクトが存在する範囲であるが、ラジオダクトの中心一からの距離を
𝐻0 = 10 [km]と一定値に定め、伝搬路上における中心の位置を変化させた時の受信電力
を算出する。 
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5.2.2.桐生キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果 
 桐生キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果を以下の図に示す。縦軸
が受信電力、横軸が送信点から見た時のラジオダクトの中心の位置を示している。また、
赤実線が受信点における受信電力の変化を示しており、緑の点線は標準大気における受
洗電力の計算結果を示している。以降、この標準大気における受信電力を基準値として、
屈折率変化に伴う受信電力の変化について調べる。 
・ラジオダクト①を用いた時 
 
図 5.2.3 ラジオダクト①＿東京タワー～桐生 
 
図 5.2.4 ラジオダクト①＿平野原～桐生 
 
送信点が東京タワーの時は基準値に対してほぼ受信電力の変化が見られなかった。送
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信点が平野原の時は、ラジオダクトの位置に依らず受信電力が基準値を下回っている。
しかし、ラジオダクトの中心位置の変化に伴う受信電力の変化もほとんどみられなかっ
た。 
・ラジオダクト②を用いた時 
 
図 5.2.5 ラジオダクト②＿東京タワー～桐生 
 
図 5.2.6 ラジオダクト②＿平野原～桐生 
 
送信点が東京タワーの時はラジオダクトの位置の変化に伴って受信電力が基準値に
対して増減の変化をしている様子が見られた。送信点を平野原にしたときは、受信電力
が基準値よりも増加している様子が読み取れた。しかし、ラジオダクトの中心位置の変
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化に伴って受信電力が変動する様子は見られなかった。 
  
5.2.3.荒牧キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果 
 荒牧キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果を示す。 
・ラジオダクト①を用いた時 
 
図 5.2.7 ラジオダクト①＿東京タワー～荒牧 
 
図 5.2.8 ラジオダクト①＿平野原～荒牧 
 
送信点が東京タワーの時も平野原の時もラジオダクトの中心の位置の変化に伴って、
標準大気における受信電力に対して増減を繰り返しており、受信電力の変化が激しい様
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子が確認できた。 
 
・ラジオダクト②を用いた時 
 
図 5.2.9 ラジオダクト②＿東京タワー～荒牧 
 
図 5.2.10 ラジオダクト②＿平野原～荒牧 
 
送信点を東京タワー、平野原どちらに設定した時も受信電力は基準値とほとんど変わら
なかった。 
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5.2.4.シミュレーション結果に対する考察 
・考察①：ラジオダクト①を大気の屈折率として用いた時 
 桐生キャンパスを受信点としたとき、送受信点の高さに比べて低く離れた高さにラジ
オダクトが存在するため、ラジオダクトの中心の位置に対する受信電力の変化が小さく
なっていると考えられる。特に東京タワーを送信点としたときは送信点とラジオダクト
の高さの差が大きいため、電波伝搬にほとんど影響がみられないのだと考えられる。そ
れに対し、平野原の高さはラジオダクトの高さと近いため、ラジオダクトの影響で受信
電力が減少していると考えられる。 
 一方、荒牧キャンパスを受信点としたときは、送信点が東京タワー、平野原のとき両
者とも、ラジオダクトの中心の位置の変化に対して受信電力の増減の変化が大きくみら
れる。これは、ラジオダクトの存在する高さが受信点に近い高さに存在しているため、
屈折率変化の影響を大きく受けているのだと考えられる。 
 
・考察②：ラジオダクト②を大気の屈折率として用いた時 
 桐生キャンパスを受信点としたときは、送信点が東京タワー、平野原どちらの時も基
準値に対する受信電力の変化がみられる。東京タワーを送信点とした時は、送信点から
見てラジオダクトが低い位置に存在し、受信点はラジオダクトに近い高さにあるので、
ラジオダクトの影響を受けて増減の変動をしているのだと考えられる。 
 送信点が平野原の時は、基準となる受信電力の値から受信電力が増加するという変化
をしており、ラジオダクトの中心の位置の変化に対する受信電力の変化が小さい。これ
は受信点、送信点どちらからみてもラジオダクトが高い位置に存在し、かつそれなりに
近い高さに存在するため屈折率変化の影響を受けているのだと考えられる。 
 荒牧キャンパスを受信点としたときは、東京タワー、平野原どちらを送信点としたと
きも標準大気の時の受信電力に対する受信電力の変化がほとんどなかった。これは、受
信点の高さよりも非常に高い位置にラジオダクトが存在するため、屈折率変化の影響を
受けにくくなっているのではないかと考えられる。 
 
・考察③：ラジオダクトの高さとアンテナの高さの関係性 
 シミュレーション結果からアンテナより高い位置に存在するラジオダクトは受信電
力を増加させる傾向にあり、アンテナより低い位置に存在するラジオダクトは受信電力
を減少させる傾向にあると考えられる。特に図 5.2.4、図 5.2.6 がこの様子が顕著に表
れている。 
 
5.2.5.桐生キャンパスにおける 2013年 8月 11日の観測データとの比較 
 2013年8月11日は実際に冷気外出流が発生したという報告がある日でこの時の本研
究室における電波伝搬の観測データと、今回行ったシミュレーションの結果を比較する。
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なお、この時点では荒牧キャンパスを受信点とした電波伝搬の観測を行っていなかった
ため本項では受信点は桐生キャンパスのみ取り扱う。 
 
図 5.2.11 2013年 8月 11日の観測データ(東京タワー) 
 
図 5.2.12 2013年 8月 11日の観測データ(平野原) 
 
図 5.2.11 と図 5.2.12 は本研究室のホームページにも提示している実際の電波伝搬の観
測データである。冷気外出流が発生したのが 18 時であるので、この時刻における観測
データとシミュレーション結果を比較する。 
まず、観測データであるが東京タワー、平野原ともに 18 時以降受信電力が緩やかに増
加しているのが分かる。東京タワーを受信点としたときのシミュレーション結果図
5.2.5からラジオダクトが受信点手前 10 km地点に存在するときに受信電力が基準値よ
り増加おり、平野原を受信点としたときのシミュレーション結果図 5.2.6から受信点手
前 20 km 地点にラジオダクトが存在するときに受信電力が基準値よりも増加している
のがわかる。これらのシミュレーション結果は実際の観測データに類似した結果だと言
える。また、ここから 2013 年 8 月 11 日 18 時頃、桐生キャンパスから 10km～20km
離れた地点の上空 230～240mに局地的なラジオダクトが発生していたのではないかと
推測ができる。 
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6.電波伝搬異常からラジオダクト発生を推測する 
 本章では、実際に発生した電波伝搬異常からラジオダクトが発生した高さを推測する。 
 
6.1.電波伝搬異常の発生によるラジオダクトの高さの推測 
電波伝搬異常については、統計学にのっとって、受信電力の平均値±3σを越えた観
測データを異常とみなしている。実際に統計的な電波伝搬異常が発生した時の本研究室
における観測データを以下に示す。 
 
図 6.1.1 東京タワー～桐生キャンパスの電波伝搬異常 
 
図 6.1.2 平野原～桐生キャンパスの電波伝搬異常 
 
図 6.1.3 東京タワー～荒牧キャンパスの電波伝搬異常 
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図 6.1.4 平野原～荒牧キャンパスの電波伝搬異常 
 
以上の図は全て同日における観測データであり、20時頃、平均値±3σを超える電波伝
搬異常が発生しているのが分かる。また、桐生キャンパスを受信点とした観測データで
は受信電力が減少する電波伝搬異常で、荒牧キャンパスを受信点とした観測データでは、
受信電力が増加する電波伝搬異常という違いがあることがわかる。この受信電力の変化
の違いからラジオダクトの高さを推測し、求めたラジオダクトを用いて電波伝搬のシミ
ュレーションを行う。5章におけるシミュレーション結果を踏まえて、観測データから
次のような推測を行った。 
①桐生キャンパスを受信点とした観測データの受信電力が減少している。 
→ラジオダクトは 200 m以下の高さに存在する。 
 
②荒牧キャンパスを受信点とした観測データの受信電力が増加している。 
→ラジオダクトは 140 m以上の高さに存在する 
 
以上の 2点からラジオダクトがℎ1 = 160 [m]、ℎ2 = 170 [m]の高さで発生したと仮定す
る。 
 
6.2.推測したラジオダクトを用いたシミュレーション結果 
ℎ1 = 160 [m]、ℎ2 = 170 [m]の高さで修正屈折指数が変化するラジオダクトを用いて行
ったシミュレーション結果を示す。 
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図 6.2.1 東京タワー～桐生キャンパス 
 
図 6.2.2 平野原～桐生キャンパス 
 
図 6.2.3 東京タワー～荒牧キャンパス 
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図 6.2.4 平野原～荒牧キャンパス 
 
まず、桐生キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果について、送信点
が東京タワーの時はラジオダクトの中心の位置に依らず受信電力が減少している。そし
て、送信点が平野原の時は受信点の 30km 手前から受信電力が減少しているのが分か
る。 
 次に、荒牧キャンパスを受信点としたときのシミュレーション結果について、送信点
が東京タワーの時は受信点の 30 km手前から受信電力が増加している。そして、平野
原を送信点としたときは受信点の 40 km手前から受信点が増加しているのが分かる。 
 以上のシミュレーション結果から桐生キャンパス、荒牧キャンパスどちらを受信点に
したときも実際の観測データと類似した受信電力の変化が見られた。また、ラジオダク
トが発生した正確な位置までは特定できなかったが、シミュレーション結果の傾向から
送信点側ではなく受信点の存在する群馬県側の上空 160～170 mの高さでラジオダク
トが発生したことが予想できた。 
 
6.3.電波伝搬異常と地震の併発の確認 
 本研究の最終目標は短期地震予知ということである。6.1節に示したように 2015年 7
月 11 日に地震の予兆とされている電波伝搬異常の観測に成功した。また、6.2 節でそ
の電波伝搬異常の原因となったラジオダクトを仮定しシミュレーションを行った。その
結果、実際の観測データとシミュレーション結果で類似した結果を得ることができた。
そこで、本節では、2015年7月11日付近に実際に地震が発生していたか確認を行った。 
 次の表に2015年7月4日～2015年7月18日に観測された震度4以上の地震を示す。 
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表 6.3.1. 2015年 7月 4日～2015年 7月 18日に発生した震度 4以上の地震 
地震発生日 震央地名 深さ マグニチュード 最大深度 
2015/07/10 茨城県南部 45 km M4.4 4 
2015/07/10 岩手県内陸北部 88 km M5.7 5弱 
2015/07/13 大分県南部 58 km M5.7 5強 
 
表6.3.1から実際に2015年7月11日近辺に大きな地震が発生していたことがわかった。
特に茨城県南部を震央とした地震は、電波伝搬の観測を行っている群馬県に比較的近い
位置に存在するため、この茨城県南部で発生した地震の影響で電波伝搬異常が発生した
ということが考えられる。よって、地震発生と電波伝搬異常との関連性に繋がる結果が
得られた。しかし、地震予知という観点からは地震発生後に電波伝搬異常が発生してい
るため予知に失敗したことになる。 
一方で 2015 年 7 月 13 日の大分県南部における地震は、電波伝搬異常よりも後に発
生している。よって、地震予知の手掛かりになるのではないかということが考えられる。
しかし、伝搬路から震央までの距離が非常に離れていることから、大分県で発生した地
震が、群馬県で観測している見通し内電波伝搬異常の原因になったということは考えに
くい。だが、本研究室における見通し外電波伝搬の観測データから 2015 年 7 月 11 日
に見通し内電波伝搬と同様に受信電力の変動が確認できた。したがって、見通し外電波
伝搬の解析、シミュレーションを行うことで地震予知に繋がる成果を得られる可能性が
ある。 
 
図 6.3.1 見通し外電波伝搬の観測データ（FM沖縄） 
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7.荒牧キャンパスにおける電波伝搬観測の拡張 
 本研究室で作製した電波伝搬観測システムは、スペクトラムアナライザとアンテナを
用いて、複数放送波の受信電力の計測を行うことを目的としている。現在、桐生キャン
パスにおける観測は充実した観測を行えている。しかし、荒牧キャンパスにおける観測
はシステムを実装してから日が浅く、まだ満足のいく観測が行えていないため本章では
荒牧キャンパスにおける電波伝搬観測システムの拡張について記載する。 
 
7.1.現在の荒牧キャンパスにおける電波伝搬観測システムの問題点 
 
図 7.1.1 現在稼働中の荒牧キャンパス電波伝搬観測システムの構図 
 
 現在、荒牧キャンパスで稼働中の電波伝搬観測システムは、荒牧キャンパスにスペク
トラムアナライザ 1 台とアンテナ 1 本が設置されている。そして、桐生キャンパスの
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PCによって、スペクトラムアナライザをリモート制御することで放送波の受信電力を
測定している。さらに、桐生キャンパスの PC でデータ解析を行い、解析データを EL
サーバーにアップロードしているため、インターネットにつながる環境であれば、本研
究室のHPを閲覧することで、観測データを閲覧することができる。この一連の流れを
本研究室では自動化して行っている。 
 しかし、現状のシステムだとスペクトラムアナライザに一本のアンテナしか接続でき
ないため、一方向の限られた放送局の観測しか行えないことが問題となっている。よっ
て、アンテナ切替器を用いて 1台のスペクトラムアナライザで複数のアンテナによる電
波伝搬の観測が行えるように改良することが本章における目的である。 
  
7.2.改良後の電波伝搬観測システムの構図 
 
図 7.2.1 電波伝搬観測システム改良後の構図 
 
 図 7.2.1にアンテナ切替器を導入した荒牧キャンパスの電波伝搬観測システムの構図
を示した。 
アンテナ切替器を導入することでアンテナ切替器を制御する必要がある。ここで使用
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するアンテナ切替器は自作したものを使用する。しかし、自作でイーサーネット対応の
アンテナ切替器を作製することは非常に困難であるため、荒牧キャンパスに PCを 1台
設けることにした。この PCには Raspberry Piという小型 PCを使用し、Raspberry Pi
を用いて、アンテナ切替器およびスペクトラムアナライザの制御を行う。 
荒牧キャンパスで観測された受信データは全て Raspberry Piに保存される。桐生キ
ャンパスで研究活動を行う本研究室が、この受信データを荒牧キャンパスまで回収しに
行くのは非常に手間である。よって、桐生キャンパスの PCからネットワークを経由し
て Raspberry Piに接続し、受信データを取得するという方式をとることにした。そし
て、改良前と同様に桐生キャンパスの PCを用いて受信データを解析し ELサーバーへ
アップロードという手順をすべて自動でおこなう。 
 
7.3.Raspberry Piについて[8] 
 
図 7.3.1 Raspberry Pi 
 
 Raspberry Piは安価で小型なコンピューターであり、ハードディスクや SSDを備え
ていないため、記憶媒体として microSD を採用している。OS は Debian ベースの
Raspbian や Fedora ベースの Pidora などいくつか公開されており、任意の OS を
microSD にインストールすることで Linux 環境の PC と同様の操作を行うことができ
る。また、USB、LAN、HDMI などの端子が実装されているため、マウス、キーボー
ドも接続でき、ネットワーク環境下での実用も可能である。そして GPIOも実装されて
いるためシリアル通信も可能である。 
 本システムを構築するに当たり、①Linux 環境で動作する。②LAN によるネットワ
ーク対応。③GPIOによる 3.3 Vのディジタル出力が可能。④小型で安価。という 4点
からシステムに導入することを決めた。 
 実際に使用実績が豊富なことから Raspbianをインストールして、スペクトラムアナ
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ライザの制御を行った。結果、LAN 経由でスペクトラムアナライザの制御に成功し、
受信データの蓄積も行うことができた。よって、一般的なPCと同様の処理をRaspberry 
Piによって行えることが確認できた。 
 
7.4.アンテナ切替器の作製 
 アンテナ切替器には HMC253QS24（図 7.4.1）という市販の回路を用いる [9]。
HMC253QS24 は DC～2.5 GHz の広帯域で使える非反射型の SP8T スイッチである。
この ICの内部(図 7.4.2)は、8個の STDTスイッチ回路と 3：8 TTLデコーダが内蔵さ
れている。よって Raspberry Piからの 3bitのディジタル信号を受けて、8つのスイッ
チを簡単に切り替えることができるようになる。このスイッチ回路をケースに収め、
SMA ケーブル、Raspberry Pi と接続できるようにしたものをアンテナ切替器とした。
また、HMC253QS24を Raspberry Piで稼働させるためには汎用ピンの出力 3.3 Vで
はうまく動作しなかったため、図 7.4.3 のような簡単なレベルシフト回路を導入した。 
  
図 7.4.1 HMC253QS24 図 7.4.2 HMC253QS24の内部構造 
  
図 7.4.3 レベルシフト回路 図 7.4.4 アンテナ切替器内部 
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7.5.2系統のネットワークを用いた稼働実験 
 荒牧キャンパスに設置された Raspberry Piと桐生キャンパスの PC間のデータ通信
は群馬大学内の 2系統のネットワークを使用することになる。このネットワークの系統
の違いによってデータ通信がうまく行えないことが充分に考えられる。よって、荒牧キ
ャンパスにシステムを設置した状態により近い環境でシステムの稼働実験を行った。 
 
図 7.4.3 2系統のネットワークを用いたシステムの稼働実験 
 
本島研究室と高橋(俊)研究室のネットワークが別系統のものを使用しているという
ことから、本島研究室と高橋(俊)研究室にそれぞれ観測システムで使用する機器を設置
して実験を行った。本実験は本島研究室を桐生キャンパス、高橋(俊)研究室を荒牧キャ
ンパスに見立てて以下のように行った。 
 
①高橋(俊)研室に Raspberry Piとスペクトラムアナライザを設置する。 
②本島研究室に PCを 1台設置する。 
③Raspberry Piを用いてスペクトラムアナライザを制御し、受信データを取得する。 
④本島研究室のPCからネットワーク経由で、稼働中のRaspberry Piにアクセスし、
受信データを取得する。 
 
この動作を実際に行った結果、期待通りの動作を行うことができ、荒牧キャンパスによ
り近い環境下での電波伝搬観測システムの稼働実験に成功した。よって、本システムを
荒牧キャンパスに設置した際も、データ通信をうまく行えると期待できる。 
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8.結論 
・レイトレーシング法を用いた電波伝搬のシミュレーションを行ったことで電波伝搬に
おける受信電力の変化にはラジオダクトの高さと送信点、受信点の高さが関係している
ことが分かり、以下のようなことが言える。 
 
①送受信点よりかけ離れた高さに存在するラジオダクトは電波伝搬に影響を与えにく
い。 
 
②送受信点より低い位置に存在するラジオダクトは受信電力を減少させる傾向がある。 
 
③送受信点より高い位置に存在するラジオダクトは受信電力を増加させる傾向がある。 
 
そして、本稿では以上の特性を活かして、実際に発生した電波伝搬異常の傾向からそ
の原因となったラジオダクトの発生高度の推測を行うことができた。 
 
・多方向の電波伝搬の観測が行えるようにアンテナ切替器を導入した新たな電波伝搬観
測システムシステムの作製を行い、Raspberry Pi を用いてシステムの制御を行うこと
に成功し、ネットワークを経由することでデータ転送を行うことにも成功した。よって、
荒牧キャンパスにおける電波伝搬観測の拡張につながる成果を得られた。 
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9.今後の課題 
・本稿における電波伝搬のシミュレーション結果と観測データを比較した結果、まだ満
足のいく精度が得られていないため更なる精度の向上ということは課題になる。 
 
・6.3 節から見通し外電波伝搬の解析およびシミュレーションを行うことで、地震予知
をさらに確実なものに近づけられるのではないかと考えられる。 
 
・電波伝搬異常から推測したラジオダクトが実際に発生していたかの検証方法の考案 
 
・本稿で作製したアンテナ切替器と Raspberry Piを用いた新たな電波伝搬観測システ
ムを実際に荒牧キャンパスに設置し、荒牧キャンパスにおける電波伝搬観測の拡張を行
う。 
 
以上のようなことが今後の課題として挙げられる。 
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